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脱炭素社会に向けた
住宅・建築物の省エネ対策等のあり⽅検討会（第２回）

ヒアリング資料

令和3年4月28日

理事・⼾建住宅委員⻑ 山田 照

資料３－５



一般社団法人 全国住宅産業協会は、平成25年4月(一社)日本住宅建設産業協会と(一社)
全国住宅建設産業協会連合会が新設合併して設⽴されました。
当協会は、中堅企業を中心に上場企業も含む全国1,７５３社を擁する団体で、会員は首都圏
ならびに北海道から沖縄まで、各地域においてマンションおよび⼾建住宅の供給や住宅をはじめとする
不動産流通事業等を⾏っています。

一般社団法人 全国住宅産業協会（全住協）
本部会員 ５３４社
団体会員協会所属会員 １,２１９社
合計 １,７５３社
※令和２年８月１日現在

団体会員協会（１7団体）
一般社団法人 北海道住宅都市開発協会 一般社団法人 関⻄住宅産業協会
一般社団法人 秋田県住宅宅地協会 一般社団法人 近畿住宅産業協会
一般社団法人 東北・北海道住宅産業協会 一般社団法人 広島県住宅産業協会
一般社団法人 北信越住宅産業協会 一般社団法人 四国住宅宅地経営協会
一般社団法人 富山県住宅宅地協会 一般社団法人 九州住宅産業協会
一般社団法人 北陸住宅宅地経営協会 一般社団法人 九州分譲住宅協会
一般社団法人 静岡県都市開発協会 一般社団法人 ⿅児島県住宅産業協会
一般社団法人 東海住宅産業協会 一般社団法人 沖縄住宅産業協会
一般社団法人 中京住宅産業協会

会員供給住宅⼾数
建売住宅 ４９,９７７⼾（全国シェア34.2％）

＝令和元年度
マンション ２２,７２７⼾（全国シェア32.2％）

＝令和元年

一般社団法人 全国住宅産業協会の概要
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説明事項の目次

１．適合義務化について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P4
２０３０年までの⼯程の明⽰など

２．省エネの理解向上と助成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P5
住宅購⼊者・賃借人の理解向上と助成

税制・⾦融・補助制度の拡充、容積率の上積みなど

３．ＺＥＨ等について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P6
助成の拡充と規制の緩和

４．省エネ性能等の計算について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P７
複雑な計算に要する負担の軽減

５．諸制度の整理と⼿続きの合理化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P8
省エネ基準/性能評価/⻑期優良住宅/ＺＥＨ/ＢＥＬＳなど

手続きに要する手間と時間の削減
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1.適合義務化について

（対策）
・２０３０年に向けての⼯程表の策定と周知徹底
複雑な現在の制度の整理統合が必要 （5.で説明）

・段階的な適合義務化の実施
省エネ説明義務の定着状況を踏まえ、適合義務化を実施など

・省エネ基準の強化については⼗分な検討が必要
事業者規模、供給⼾数、種別（分譲・注⽂・賃貸、共同住宅・⼾建住宅）により事情が異なる

（課題）
・住宅省エネ基準について、いつまでに何をするのかが不明確
・住宅省エネに関する制度が複雑で、理解するのが困難
・既存⼾建住宅の省エネ基準適合は容易ではない
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2.省エネの理解向上と助成

（課題）
・住宅の省エネルギ―について、住宅購⼊者等の理解が進んでいない
・多くの制度があり、説明する側もされる側も理解が困難
・住宅購⼊者、賃借人は省エネより価格重視のため、負担感の解消が不可⽋
毎年の光熱費の節約額より、購⼊価格・家賃の軽減
賃貸住宅の家主は家賃収⼊を重視

（対策）
・住宅のＣＯ２排出量の実態、対策の必要性・効能等について分かりやすい情報の提供
・住宅省エネの社会・環境問題への貢献、室内温熱環境整備による健康増進（ヒート
ショック・冷え性対策）を納得できる説明が重要
・住宅省エネに関する諸制度・手続の簡素化（5.で説明）
・省エネ対応の追加費⽤を軽減する助成の充実
省エネに優れた住宅について、税制・融資・補助制度の拡充、規制緩和
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３.ＺＥＨ等について

（課題）
・住宅購⼊者の所得や住宅価格が⾼くない場合、ＺＥＨ等の追加費⽤の負担感が⼤
・床暖房を取り⼊れた場合にゼロ・エネルギーを達成できるための仕組みが必要
床暖房に伴う省エネ対策の⼯事費・維持管理費など負担増の軽減

・太陽光発電設備の耐⽤年数が不明、またパワコン交換など維持管理、事業者のアフターサービス
が負担
・⼾建住宅（都心）は日当りの悪さ、⾼さ制限等により屋根上設置に制約
・集合住宅の場合、屋上設置だけでは⼗分な発電が不可能。また、緑化規制、駐⾞場
設置義務により敷地、屋上の面積が縮小、さらに全⼾を同レベルにそろえることは困難
・賃貸住宅は、家賃の引上げにつながる恐れ

（対策）
・義務化については慎重な検討が必要
・太陽光発電設備の設置・維持管理の⽀援を拡充
補助の拡充、⾼さへの不算⼊・容積率の割増

・太陽光発電の機能向上と維持管理の円滑化のためのビジネスモデルの推進
・集合住宅における緑化や駐⾞場設置の義務付け（⾃治体条例）の緩和
・集合住宅の屋上設置の場合、防⽔シート保護の追加⼯事等の負担の軽減
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４.省エネ性能等の計算について

（対策）
・計算⽅法を極⼒簡略化
・計算に替えて、部位・資材・設備ごとの仕様規定・性能規定で対応
・国が認定する計算ソフトの作成

（課題）
・計算のための労⼒との費⽤（外注を含む）の増
特にマンションの計算が複雑

・計算ができる技術者の育成確保難、建築士の負担増
・現在の計算ツールの使いずらさ
・設備などの仕様が決まっていない場合が多く、準備・仕様の決定・営業・顧客
への周知など時間がかかる
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５.諸制度の整理と⼿続きの合理化

（課題）
・省エネ基準、性能評価、⻑期優良住宅、ＺＥＨ、ＢＥＬＳなど制度が複雑
消費者はもちろん事業者も理解不能、建築士の業務も増

・審査機関、⾏政の手続に要する期間が⻑くなり、⼯事着⼯等に影響

（対策）
・窓⼝を一本化し、確認申請の手続きの中で諸制度の審査を⾏う仕組みの構築
・諸制度の統合など省エネ施策全体の平易化
・審査業務は極⼒⺠間機関を活⽤


